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表紙

上記の事項につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://azoom.jp/）に掲載することにより株主の皆様にご提供し
ております。

第12回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結注記表
個別注記表

（自　2020年10月１日　至　2021年９月30日）

株式会社アズーム
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連結注記表

１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 株式会社CGworks

AZOOM VIETNAM INC.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産
商品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって
おります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 10～18年
構築物　 10年
工具、器具及び備品 ３～10年

(ロ) 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基

づいております。
③ 重要な引当金の計上基準

(イ) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(ロ) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計
上しております。
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(4) のれんの償却方法及び償却期間
10年間で均等償却を行っております。

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。
② 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
③ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２　表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書

前連結会計年度において区分掲記しておりました「自己株式取得費用」については、金額的重要性が
乏しくなったため、当連結会計年度においては「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりま
す。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会

計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。
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３　会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。

のれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
スマート空間予約事業（2021年10月にスマート会議室からサービス名称を変更）に関する資産グル

ープののれんを含む固定資産の帳簿価額
77,392千円(内訳、のれん 62,966千円、ソフトウエア 13,924千円、その他 501千円)

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、原則として、事業用資産について提供するサービスを基準としてグルーピングを行

っています。減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結
果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要とされた場合、
帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減
少額は減損損失として認識されます。

スマート空間予約事業は2019年９月に事業譲受により取得した事業であり、遊休スペースを貸し会
議室等の用途で収益化したい顧客に対してWEB予約システム「スマート空間予約」を導入し、継続的
に利用させることで顧客によるレンタルスペースの運営をサポートすることで収益を稼得します。稼得
する収益の大部分は顧客からシステム導入室毎に毎月収受する定額のシステム利用料であり、その対象
となる室数を増加させることが事業の拡大にとって不可欠であります。

事業取得時において見込んでいたシステムの新規導入室数を実績が下回ったことにより、事業取得時
に策定した事業計画よりも実績が著しく下方に乖離し、関連する資産グループには減損の兆候が認めら
れます。当社グループは減損損失の認識の要否の判定を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が
資産の帳簿価額を上回ったことから、減損損失の認識は不要と判定しております。

減損損失の認識の要否の判定に用いられるスマート空間予約事業の将来キャッシュ・フローの総額の
見積りは、将来事業計画を基礎としており、システム利用料の増加の基礎となる、契約総室数の増加に
繋がるシステムの新規導入室数が当連結会計年度の実績程度で将来も安定して推移することを主要な仮
定として織り込んでいます。システムの新規導入室数の予測には高い不確実性を伴い、経営者による判
断が将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼします。なお、今後の状況の変化によって経
営者の予測及び判断から実績が乖離した場合には、スマート空間予約事業に関連する資産グループのの
れんを含む固定資産について減損損失の計上が必要となる可能性があります。
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株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 1,461,100 1,494,500 － 2,955,600

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 22,436 22,462 － 44,898

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2021年12月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 58,214千円 20円00銭 2021年9月30日 2021年12月22日

４ 連結貸借対照表に関する注記
(1) たな卸資産の内訳

仕掛品 2,149千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 60,129千円

５ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（単位：株）

(注)変動事由の概要は次のとおりであります。
　　株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　　1,466,700 株

新株式の発行　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　27,800 株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

(注)変動事由の概要は次のとおりであります。
株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　　 22,436 株
単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　  26 株

(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　55,800 株
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
① 現金及び預金 1,481,246 1,481,246 －
② 売掛金

貸倒引当金(※１)
69,524

△5,738
63,786 63,786 －

資産計 1,545,032 1,545,032 －
① 未払金 74,757 74,757 －
② 長期借入金(※２) 172,484 171,015 △1,468

負債計 247,241 245,773 △1,468

６ 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、安全性の高い預金等に限定しております。また、運転
資金を主に銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金は、取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごとの債権残高を随時把握することによって
リスクの軽減を図っております。
　敷金及び差入保証金は、それぞれ当社オフィスの不動産賃貸借契約に係るもの、並びに駐車場
のマスターリース契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。当該リスク
については、差入先の信用状況を定期的に監視することを通じて、リスクの軽減を図っておりま
す。
　営業債務である未払金は、その殆どが１ヶ月以内の支払期日であります。また、預り保証金は
駐車場のサブリース契約に係るものであり、解約時に返還する義務を負っております。長期借入
金は主に運転資金に係る資金調達であります。当社は適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持等により流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）を
管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
（単位：千円）

(※１) 売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
(※２) 長期借入金には１年以内に返済予定の長期借入金を含めております。
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(単位：千円)
区分 連結貸借対照表計上額

敷金 131,413
差入保証金 120,154
預り保証金 443,221

(単位：千円)

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 1,481,246 － － －
売掛金 69,524 － － －

合計 1,550,770 － － －

(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 47,632 45,286 33,481 8,124 8,124 29,837
合計 47,632 45,286 33,481 8,124 8,124 29,837

(注１) 金融商品の時価の算定方法
資産

①現金及び預金、②売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。
負債

①未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。
②長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後と大きく異
なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によってお
ります。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

(注３) 金銭債権の決算日後の償還予定額

(注４) 長期借入金の決算日後の返済予定額
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当連結会計年度
退職給付に係る負債の期首残高 4,800 千円
退職給付費用 1,800
退職給付の支払額 △300
退職給付に係る負債の期末残高 6,300

当連結会計年度
非積立型制度の退職給付債務 6,300 千円
連結貸借対照表に計上された負債の金額 6,300

退職給付に係る負債 6,300
連結貸借対照表に計上された負債の金額 6,300

７ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　 441円31銭
１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　 112円85銭

（注）当社は2021年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結
会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

８ 退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。
退職一時金制度では、退職給付として、退職金規程に基づいた一時金を支給しております。
当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。

(2) 簡便法を適用した確定給付制度
① 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

(3) 退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　1,800 千円
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当連結会計年度
期首残高 27,636 千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 11,973
時の経過による調整額 148
その他増減額（△は減少） 83
期末残高 39,841

９ 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を10年と見積り、割引率は0.02％～0.60%を使用して資産除去債務の金額を計算し

ております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

（注）連結計算書類に記載の金額については､表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 10～18年
構築物 10年
工具、器具及び備品 ３～10年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基づいて

おります。

(3) のれんの償却方法及び償却期間
10年間で均等償却を行っております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。
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(5) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しており

ます。
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　表示方法の変更に関する注記
損益計算書

前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「為替差損」については、金額
的重要性が増したため、当事業年度においては区分掲記しております。

前事業年度において区分掲記しておりました「自己株式取得費用」については、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度においては「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年

度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３ 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。

(1) のれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

スマート空間予約事業（2021年10月にスマート会議室からサービス名称を変更）に関する資産
グループののれんを含む固定資産の帳簿価額

79,284千円(内訳、のれん 62,966千円、ソフトウエア 15,784千円、その他 532千円)
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② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報については、連結注記表　３　会計上の見積り

に関する注記に記載のとおりであります。

(2) 関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式であるCGworks株式　16,000千円

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
非上場の子会社に対する投資等、時価を把握することが極めて困難と認められる株式は、当該株

式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証
拠によって裏付けられる場合を除いて、投資について評価損の計上が必要となります。

当社の子会社である株式会社CGworksはビジュアライゼーション事業を営んでおり、不動産等の
内装外装の企画や設計を行うディスプレイ業者を主たる顧客とするCG技術を用いたグラフィックデ
ータ制作や、多種多様な顧客に対してVR技術を活用した空間デザインのサービスを提供しておりま
す。前事業年度において、新型コロナウイルス感染症の影響により商業施設や宿泊施設の設備投資
が大きく減少し、グラフィックデータ制作の受注が鈍化したことに伴い、当期純損失を計上した結
果、当社の株式会社CGworksに対する投資については前事業年度末より継続して実質価額が著しく
低下しているものの、当社は株式会社CGworksの事業計画に基づいて実質価額の回復が十分に裏付
けられていると判断し、子会社株式の評価損を計上しておりません。

株式会社CGworksの事業計画における売上高の増加計画には、新型コロナウイルス感染症の影響
が徐々に低減しグラフィックデータ制作の需要が回復するとともに、消費者行動のオンライン化に
伴いVR技術を活用した空間デザインのサービスがより一層普及することによる受注増を主要な仮定
として織り込んでおります。これらの予測には高い不確実性を伴い、経営者による判断が実質価額
の回復可能性の見積りに重要な影響を及ぼします。なお、今後の状況の変化によって経営者の予測
及び判断から実績が乖離した場合には、子会社株式の評価損の計上が必要となる可能性がありま
す。
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普通株式 44,898 株

４ 貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額   　 42,680 千円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権                         　      495 千円
短期金銭債務                          　  4,167 千円

(3) 保証債務
関係会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

株式会社CGworks     　　　     　 8,324 千円

５ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

その他の営業取引高　　　　　　　　　  11,968 千円
営業取引以外の取引高　　　　　　　　    5,437 千円

６ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
未払事業所税 4,695 千円
未払事業税 7,612
賞与引当金 11,895
資産調整勘定 20,266
減価償却超過額 3,921
資産除去債務 11,781
その他 6,031
繰延税金資産小計 66,204
評価性引当額 △11,781
繰延税金資産合計 54,422

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △9,392
繰延税金負債合計 △9,392
繰延税金資産又は繰延税金負債の純額 45,030

７ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

８ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 454円16銭
１株当たり当期純利益 113円82銭

（注）当社は、2021年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（注）計算書類に記載の金額については､表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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